
四半期報告書 

ゼリア新薬工業株式会社 

東京都中央区日本橋小舟町10番11号 

（第57期第１四半期） 

自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

2010/08/12 19:13:3510669728_第１四半期報告書_20100812191315



目       次 

  頁

表 紙      

    

第一部 企業情報      

第１ 企業の概況      

１ 主要な経営指標等の推移 …………………………………………………………………………………………  1

２ 事業の内容 …………………………………………………………………………………………………………  2

３ 関係会社の状況 ……………………………………………………………………………………………………  2

４ 従業員の状況 ………………………………………………………………………………………………………  2

第２ 事業の状況      

１ 生産、受注及び販売の状況 ………………………………………………………………………………………  3

２ 事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  4

３ 経営上の重要な契約等 ……………………………………………………………………………………………  4

４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 …………………………………………………  5

第３ 設備の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  7

第４ 提出会社の状況      

１ 株式等の状況      

(1）株式の総数等 ……………………………………………………………………………………………………  8

(2）新株予約権等の状況 ……………………………………………………………………………………………  8

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 …………………………………………………  8

(4）ライツプランの内容 ……………………………………………………………………………………………  8

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 ……………………………………………………………………………  8

(6）大株主の状況 ……………………………………………………………………………………………………  8

(7）議決権の状況 ……………………………………………………………………………………………………  9

２ 株価の推移 …………………………………………………………………………………………………………  9

３ 役員の状況 …………………………………………………………………………………………………………  10

第５ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  11

１ 四半期連結財務諸表      

(1）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………  12

(2）四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………  14

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………  15

２ その他 ………………………………………………………………………………………………………………  24

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ………………………………………………………………………………………  25

    

［四半期レビュー報告書］      

2010/08/12 19:13:3510669728_第１四半期報告書_20100812191315



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月11日 

【四半期会計期間】 第57期第１四半期（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

【会社名】 ゼリア新薬工業株式会社 

【英訳名】 ZERIA PHARMACEUTICAL CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  伊部 幸顕 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋小舟町10番11号 

【電話番号】 03(3663)2351（代表） 

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長  遠藤 広和 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋小舟町10番11号 

【電話番号】 03(3663)2351（代表） 

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長  遠藤 広和 

【縦覧に供する場所】 札幌支店 

（札幌市白石区南郷通十一丁目南３番13号） 

名古屋支店 

（名古屋市名東区本郷二丁目173番４号） 

大阪支店 

（吹田市広芝町５番16号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

2010/08/12 19:13:3510669728_第１四半期報告書_20100812191315



 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

 ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第57期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第56期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  11,602,267  11,700,828  50,745,707

経常利益（千円）  262,086  457,613  1,467,507

四半期（当期）純利益（千円）  177,217  209,847  1,001,776

純資産額（千円）  28,022,998  27,119,166  27,995,224

総資産額（千円）  58,945,267  67,600,659  70,971,376

１株当たり純資産額（円）  677.33  655.63  676.77

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 4.28  5.07  24.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  47.5  40.1  39.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 495,809  1,394,165  5,858,132

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △366,688  △1,016,211  △15,479,681

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △124,659  △1,015,491  10,373,841

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 2,675,140  2,782,757  3,442,345

従業員数（人）  1,210  1,296  1,280
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当第１四半期会計期間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）  1,296

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）    1,088(118)
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(1）生産の状況 

生産実績 

（注）１ 金額は正味販売価格換算で表示しております。 

２ 金額は消費税等抜きで表示しております。 

(2）受注の状況 

 当社グループは販売計画並びに生産計画に基づいて生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

(3）商品仕入の状況 

 商品仕入実績 

（注）１ 金額は実際仕入額で表示しております。 

２ 金額は消費税等抜きで表示しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日）  

金額(千円) 前年同四半期比(％)

医療用医薬品事業  3,621,081  △4.6

コンシューマーヘルスケア事業  4,872,204  4.7

報告セグメント計  8,493,286  0.5

その他  －  －

合計  8,493,286  0.5

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 前年同四半期比(％)

医療用医薬品事業  1,027,720  △53.6

コンシューマーヘルスケア事業  358,274  △10.6

報告セグメント計  1,385,994  △47.0

その他  －  －

合計  1,385,994  △47.0
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(4）販売の状況 

 販売実績 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

       ２ 金額は消費税等抜きで表示しております。 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績及び財政状況に対して影響を与える可能性の高い主

なリスクについて、新たな発生または重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに締結を決定または締結に至った経営上の重要な契約は以下のとおりで

あります。 

  

（技術導入等契約） 

  

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 前年同四半期比(％)

医療用医薬品事業  7,015,659  1.0

コンシューマーヘルスケア事業  4,636,873  0.6

報告セグメント計  11,652,532  0.8

その他  48,295  1.1

合計  11,700,828  0.8

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

相手先  国名 契約の内容  対価  契約期間  

ヘムコン・メディカル・テク

ノロジーズ・インク 
アメリカ

国内におけるHemCon社製止

血・創傷治療用品の包括

的・独占的開発、輸入、販

売に関する契約 

契約金(支払) 

2010.4.8～5年間、その後

特許の権利存続期間の満

了日まで延長可能 
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  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

（１）業績の状況 

 当第1四半期連結会計期間におけるわが国経済は、緩やかに景気が持ち直し、一部の企業では収益の改善が見ら

れるものの、雇用情勢は依然として厳しく、個人消費も低調なまま推移するなど、本格的な景気回復までには至

りませんでした。  

  医療用医薬品業界におきましては、本年４月に薬価改定が行われるとともに、後発医薬品（ジェネリック医薬

品）の使用促進などの医療費抑制策が引き続き推進されており、またＯＴＣ医薬品（一般用医薬品）市場におき

ましても、消費低迷により市場競争や価格競争が激化するなど、ともに厳しい環境下で推移いたしました。 

 このような状況の中、当第１四半期連結会計期間の売上高は117億円（前年同四半期比0.8％増）となりまし

た。一方、利益につきましては、営業利益３億52百万円（前年同四半期比105.9％増）、経常利益４億57百万円

（前年同四半期比74.6％増）、四半期純利益２億９百万円（前年同四半期比18.4％増）となりました。  

  なお、当第１四半期連結会計期間の海外売上高比率は、13.2％（前年同四半期0.2％）となりました。  

  セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①医療用医薬品事業 

 最重点領域である消化器官用薬に営業力を一層注力し市場拡大に努めてまいりました。その結果、潰瘍性大

腸炎治療剤「アサコール」は、海外での売上高も含め、順調に売上を拡大いたしました。しかしながら、亜鉛

含有胃潰瘍治療剤「プロマック」、Ｈ2受容体拮抗剤「アシノン」などの製品は、本年４月の薬価改定の影響を

受けて苦戦いたしました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は70億15百万円（前年同四半期比1.0％増）、営業利益は９億38百万円と

なりました。  

②コンシューマーヘルスケア事業  

 主力製品である「コンドロイチン群」は、テレビＣＭの効果等もあり売上を拡大いたしました。また、滋養

強壮剤「ヘパリーゼ群」につきましても、製品認知度の一層の向上に努めた結果、順調に売上を拡大いたしま

した。一方で、植物性便秘薬「ウィズワン群」等の一部製品は市場競争の影響を受けて苦戦いたしました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は46億36百万円（前年同四半期比0.6％増）、営業利益は４億78百万円と

なりました。  

③その他 

 保険代理業・不動産賃貸収入等により、その他の売上高は48百万円（前年同四半期比1.1％増）、営業利益は

27百万円となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、期首残高対比６億59百万

円減少し、27億82百万円となりました。これは営業活動によるキャッシュ・フローが13億94百万円のプラスで

あったものの、投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローが各々10億16百万円、10億15百万円のマイナ

スであったためであります。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第１四半期連結会計期間は13億94百万円の資金の増加となりました。これは税金等調整前四半期純利益

の計上４億９百万円、減価償却費の計上５億64百万円、売上債権の減少14億54百万円、仕入債務の減少15億

48百万円等によるものであります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第１四半期連結会計期間は10億16百万円の資金の減少となりました。これは有形固定資産の取得による

支出２億47百万円、無形固定資産の取得による支出１億31百万円、投資有価証券の取得による支出６億30百

万円等によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第１四半期連結会計期間は10億15百万円の資金の減少となりました。これは短期借入金の減少１億57百

万円、長期借入金の返済による支出５億96百万円、配当金の支払い３億６百万円等によるものであります。

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（３）事業及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

（４）研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、13億24百万円であります。 また、 

当第１四半期連結会計期間における医療用医薬品事業の研究開発活動の状況の変更内容は、次のとおりでありま

す。  

 日米欧３極で開発を進めている自社オリジナル品の「Ｚ-338」につきましては、国内でアステラス製薬株式会 

社と共同で実施しておりました機能性ディスペプシアを適応症としたフェーズⅢを終了し、製造販売承認申請に

向けた準備を行っております。また、米国で実施しておりましたフェーズⅡを終了いたしました。  

  

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

  当社グループを取り巻く企業環境は、市場の変化に伴う競争の激化から、一層厳しさを増しております。ま

た、新薬開発には引き続き多額の研究開発投資を必要といたします。 

 このような状況に加えて、医薬品の製造と販売に関する関連諸法規の存在と医療制度に包括された保険薬価が

事業の採算性に大きく影響しております。継続的な薬価改定や診療報酬の改定などが、医薬品市場に直接影響を

与えております。一方、超高齢社会の進展や健康志向の高まりなどから、ＯＴＣ医薬品(一般用医薬品)等の市場

が拡大する可能性もあります。 

 当社グループといたしましては、このような状況を踏まえて、医療用医薬品事業におきましては、消化器官用

薬を最重点領域と位置付け、既存品のライフサイクルを維持、延長する目的から剤形追加や効能追加のための開

発を進める一方、新薬パイプラインを充実させるべく、従来の上部消化管領域に加えて下部消化管領域において

新薬投入を加速しており、平成19年６月に大腸内視鏡前腸管洗浄剤「ビジクリア配合錠」、平成21年12月に遺瘍

性大腸炎治療剤「アサコール錠400mg」を各々上市いたしました。また「ビジクリア配合錠」につきましては、不

溶成分が腸内に残る問題を改善した改良製剤の承認申請を平成22年３月に提出しております。  

 さらに、従来の消化管炎症性疾患のみならず機能性胃腸疾患に有用な新薬を国際的な戦略品と位置付け、日米

欧３極で開発を進めております。 

 一方、コンシューマーヘルスケア事業におきましては、超高齢社会の進展に併せた製品開発に取組むととも

に、小売流通業界の変革や通信販売などの台頭に対応した販売施策について、検討を進めております。 

  

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ①キャッシュ・フロー 

 「（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

 ②資金需要 

 当社グループの運転資金需要の主なものは、原材料、仕入商品の購入などのほか、製造費用、販売費及び一般

管理費などの営業費用です。研究開発費は、販売費及び一般管理費に計上されております。一方、設備投資をは

じめとして有形・無形固定資産などへの投資資金需要が発生いたします。当社グループはこれらの資金需要に自

己資金及び社債の発行、長・短期借入金にて対応しております。 

   

（７）経営者の問題認識と今後の方針について 

  当社グループといたしましては、こうした状況を踏まえ、引き続き研究開発における新薬パイプラインの充実

に取組むとともに、海外を含めた臨床開発の一層のスピードアップと効率化を図っていく所存であります。 

 このような動きとともに、医療用医薬品事業におきましては、消化器官用薬を最重点領域と位置付け、同分野

に営業力を集中することにより、市場構築強化を目指してまいります。また、コンシューマーヘルスケア事業に

おきましては、消費者ニーズに応える製品開発の強化を通じて、総合健康企業としての事業展開を積極的に進め

てまいります。 

 また、医薬品事業及びその周辺分野において、売上・利益に貢献しシナジーが得られるアライアンスやＭ＆Ａ

の実現に向けて積極的な展開を図り、当社グループの企業価値向上を目指してまいります。  
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

  

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

 当第１四半期会計期間末の株主名簿にて確認したところ、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は

ありません。  

  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

                 普通株式  119,860,000

計  119,860,000

種類 
第１四半期会計期間末 
 現在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

    普通株式  48,290,173  48,290,173
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

1,000株  

計  48,290,173  48,290,173 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
 発行済株式 
 総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
  増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 ―  48,290,173  ―  6,593,398  ―  5,397,490

（６）【大株主の状況】
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①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式603株が含まれております。 

   

  

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

 (自己保有株式)     

普通株式  6,926,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  40,899,000  40,899 － 

単元未満株式 普通株式  465,173 － 
１単元(1,000株)未満の 

株式  

発行済株式総数    48,290,173 － － 

総株主の議決権 －  40,899 － 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する 

所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

ゼリア新薬工業株式会社 

東京都中央区日本橋小舟町

10番11号 
 6,926,000  －  6,926,000  14.34

計 －  6,926,000  －  6,926,000  14.34

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  997  965  975

最低（円）  929  855  881
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 （１）役職の異動 

  

  

３【役員の状況】

 新役名及び職名   旧役名及び職名   氏名 異動年月日  

取締役 

  

信頼性保証本部担当 

  

取締役 

  

信頼性保証本部長 

  

熊井 雅一 平成22年７月16日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。 

第５【経理の状況】

2010/08/12 19:13:3510669728_第１四半期報告書_20100812191315

- 11 -



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,914,861 3,574,449

受取手形及び売掛金 11,691,697 13,155,446

商品及び製品 3,370,303 3,552,591

仕掛品 570,989 409,792

原材料及び貯蔵品 2,132,330 2,246,915

その他 2,650,975 3,263,161

貸倒引当金 △36,071 △40,378

流動資産合計 23,295,086 26,161,978

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  6,213,898 ※1  6,281,481

土地 11,035,044 11,039,227

その他（純額） ※1  3,343,455 ※1  3,380,079

有形固定資産合計 20,592,398 20,700,787

無形固定資産   

のれん 10,081,881 10,211,136

その他 1,381,341 1,415,869

無形固定資産合計 11,463,222 11,627,005

投資その他の資産   

投資有価証券 7,154,132 7,161,741

その他 5,169,715 5,394,975

貸倒引当金 △73,895 △75,111

投資その他の資産合計 12,249,952 12,481,605

固定資産合計 44,305,573 44,809,398

資産合計 67,600,659 70,971,376

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,578,240 5,129,930

短期借入金 24,315,242 24,706,028

1年内償還予定の社債 1,200,000 1,200,000

未払法人税等 237,073 750,104

賞与引当金 355,165 924,694

返品調整引当金 160,814 169,984

売上割戻引当金 221,154 227,721

その他 3,858,628 2,784,069

流動負債合計 33,926,319 35,892,532

固定負債   

社債 1,400,000 1,400,000

長期借入金 4,452,232 4,768,459

退職給付引当金 178,050 173,305

資産除去債務 71,295 －

その他 453,596 741,855

固定負債合計 6,555,174 7,083,620
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債合計 40,481,493 42,976,152

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,593,398 6,593,398

資本剰余金 5,414,745 5,414,745

利益剰余金 24,396,384 24,517,465

自己株式 △7,292,827 △7,290,512

株主資本合計 29,111,701 29,235,096

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,970,050 △1,287,411

繰延ヘッジ損益 △36,149 5,960

為替換算調整勘定 13,664 41,578

評価・換算差額等合計 △1,992,535 △1,239,872

純資産合計 27,119,166 27,995,224

負債純資産合計 67,600,659 70,971,376
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 11,602,267 11,700,828

売上原価 5,420,431 4,704,879

売上総利益 6,181,835 6,995,948

返品調整引当金戻入額 186,086 169,984

返品調整引当金繰入額 169,366 160,814

差引売上総利益 6,198,555 7,005,118

販売費及び一般管理費 ※1  6,027,329 ※1  6,652,608

営業利益 171,226 352,509

営業外収益   

受取利息 469 556

受取配当金 136,418 151,865

その他 24,069 37,816

営業外収益合計 160,957 190,237

営業外費用   

支払利息 56,316 68,698

その他 13,780 16,435

営業外費用合計 70,097 85,133

経常利益 262,086 457,613

特別利益   

固定資産売却益 － 15,190

投資有価証券売却益 36,756 －

受取補償金 30,987 －

貸倒引当金戻入額 3,504 1,090

特別利益合計 71,248 16,280

特別損失   

固定資産除却損 521 982

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 63,834

特別損失合計 521 64,816

税金等調整前四半期純利益 332,813 409,076

法人税等 ※2  155,595 ※2  199,229

少数株主損益調整前四半期純利益 － 209,847

四半期純利益 177,217 209,847

2010/08/12 19:13:3510669728_第１四半期報告書_20100812191315

- 14 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 332,813 409,076

減価償却費 568,662 564,358

のれん償却額 － 129,254

受取利息及び受取配当金 △136,888 △152,421

支払利息 56,316 68,698

売上債権の増減額（△は増加） △315,221 1,454,950

たな卸資産の増減額（△は増加） △279,525 119,414

仕入債務の増減額（△は減少） △138,534 △1,548,695

その他 564,604 927,009

小計 652,227 1,971,646

利息及び配当金の受取額 137,081 145,751

利息の支払額 △61,005 △69,704

法人税等の支払額 △232,493 △653,528

営業活動によるキャッシュ・フロー 495,809 1,394,165

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △229,482 △247,701

無形固定資産の取得による支出 △77,270 △131,670

投資有価証券の取得による支出 △364,559 △630,207

投資有価証券の売却及び償還による収入 322,966 －

その他 △18,343 △6,633

投資活動によるキャッシュ・フロー △366,688 △1,016,211

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 792,707 △157,365

長期借入れによる収入 － 47,000

長期借入金の返済による支出 △608,770 △596,647

自己株式の取得による支出 △5,896 △2,314

配当金の支払額 △302,700 △306,164

財務活動によるキャッシュ・フロー △124,659 △1,015,491

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △22,051

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,461 △659,588

現金及び現金同等物の期首残高 2,670,679 3,442,345

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,675,140 ※1  2,782,757
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益がそれぞれ174千円減少し、税金等調

整前四半期純利益が64,009千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は71,140千円であります。  

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  
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【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

を使用して一般債権に係る貸倒見積高を算定しております。 

２．たな卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を

省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により

算定する方法によっております。 

  また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなもの

についてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっており

ます。 

３．有形固定資産の減価償却費の算定方

法 

 定率法を採用している有形固定資産については、連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

４．繰延税金資産の回収可能性の判断  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円21,698,651 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円21,520,597

 ２ 偶発債務 ２ 偶発債務 

ゼリア共済会(従業員)借入債務保証 

  千円293,780

ゼリア共済会(従業員)借入債務保証 

  千円282,590

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次

のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次

のとおりです。 

給料及び手当 千円1,269,121

賞与引当金繰入額 千円262,604

退職給付費用 千円188,664

貸倒引当金繰入額 千円2,755

研究開発費 千円1,209,372

給料及び手当 千円1,388,944

賞与引当金繰入額 千円278,442

退職給付費用 千円166,615

貸倒引当金繰入額 千円718

研究開発費 千円1,324,895

※２ 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。 

※２ 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年６月30日現在) (平成22年６月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 千円2,817,230

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△142,090

現金及び現金同等物 千円2,675,140

現金及び預金勘定 千円2,914,861

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△132,104

現金及び現金同等物 千円2,782,757
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式     48,290,173株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式      6,926,603株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 （２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの。  

該当事項はありません。 

  

  

（株主資本等関係）

  
  （決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
 配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
 普通株式  330,928  8.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日  利益剰余金

2010/08/12 19:13:3510669728_第１四半期報告書_20100812191315

- 19 -



 前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める医薬品事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。   

  

 前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年６月30日) 

  在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。   

  

 前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年６月30日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。   

  

１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

  当社は、医療用医薬品及びＯＴＣ医薬品を中心に事業活動を展開していることから、報告セグメントを「医

療用医薬品事業」と「コンシューマーヘルスケア事業」にしております。 

  「医療用医薬品事業」では、医療用医薬品の研究、開発、製造、販売を行っております。 

  「コンシューマーヘルスケア事業」では、ＯＴＣ医薬品、セルフメディケーションに係る健康食品、医薬部

外品及び化粧品の製造、仕入、販売を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（単位：千円）

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業及び不動産業

等の事業を含んでおります。 

    ２．セグメント利益の調整額△1,091,702千円は、主に報告セグメントに配分していない一般管理費等の

全社費用であります。 

    ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

  該当事項はありません。 

  

 （追加情報）  

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

  

報告セグメント
その他

（注）１
合計  

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３
医療用  

医薬品事業 

コンシュー
マーヘルス
ケア事業

計

売上高 

外部顧客への売上高

  

セグメント間の内部

売上高又は振替高  

  

 

  

  

7,015,659

－

  

  

4,636,873

24

  

  

11,652,532

24

  

  

48,295

75,692

  

 

 

  

11,700,828

75,716

  

  

 

  

－

△75,716

  

 

  

11,700,828

－

計   7,015,659 4,636,897 11,652,556  123,987  11,776,544   △75,716 11,700,828

セグメント利益   938,614 478,297 1,416,911  27,300   1,444,211  △1,091,702   352,509
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 当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

   

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

当社グループの行っているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しておりま

す。 

  

   

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 655.63円 １株当たり純資産額 676.77円

  
当第１四半期連結会計期間末

（平成22年６月30日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

純資産の部の合計額(千円）  27,119,166  27,995,224

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額（千円）  27,119,166  27,995,224

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

(期末)の普通株式の数（株） 
 41,363,570  41,366,025

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 4.28円 １株当たり四半期純利益金額 5.07円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純利益（千円）  177,217  209,847

普通株式に係る四半期純利益（千円）  177,217  209,847

普通株式の期中平均株式数（株）  41,376,123  41,364,346
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当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

  

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月７日

ゼリア新薬工業株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 若林 博史  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 内田 好久  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼリア新薬工業

株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ゼリア新薬工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年8月4日開催の取締役会において、Tillotts Pharma AGの全株

式を取得することを決議し、同日付で株式売買契約を締結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管してしおります。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月11日

ゼリア新薬工業株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 若林 博史  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内田 好久  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼリア新薬工業

株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ゼリア新薬工業株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管してしおります。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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